
（資料１―１）
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＜事業イメージ＞＜事業の内容＞
１．スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業
①スマート農業技術と産地の橋渡し支援
スマート農業技術を他品目等にカスタマイズするための改良を支援します。

【補助上限額:500万円】
②農業支援サービスの育成加速化支援

サービス事業の立上げや事業拡大に向けたニーズ調査、サービス提供の試行・
改良、サービスの提供に必要なスマート農業機械等の導入、サービス事業者の事
業性向上に資する流通販売体系の転換等に必要な施設整備等を一体的に支
援します。

【補助上限額:(農業機械)1,500万円、3,000万円、5,000万円】
③農業支援サービスの土台づくり支援

サービスの標準的な作業工程や作業精度等を定めた「標準サービス」の策定等
を支援します。

２．スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業
①スマート技術体系転換加速化支援

スマート農業技術を活用し、農業機械の導入とその効果を高める栽培体系へ
の転換等を行う産地の取組を支援します。

②全国推進事業
スマート農業技術を活用した先進的な取組の横展開を図るため、実証展示ほ場

の設置やシンポジウムの開催等を支援します。

［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2107）

＜対策のポイント＞
農業者の高齢化・減少が進む中において、労働生産性の高い農業構造への転換に向けて、農業支援サービス事業者の育成や活動の促進、スマート農業
技術の現場導入とその効果を高める栽培体系への抜本的な転換等の取組を総合的に支援します。

＜事業目標＞
スマート農業技術の活用割合を50％以上に向上［令和12年度まで］

＜事業の流れ＞

１．スマート農業・農業支援サービス事業加速化総合対策事業

２．スマート技術体系への包括的転換加速化総合対策事業

（例）
一斉収穫サービスに対応
した予冷施設の整備

国
都道
府県

定額

民
間
団
体
等

定額 （１の①及び③の事業、１の②の事業の一部、
２の②の事業）

○農業支援サービスの土台づくり支援 「標準サービス」の策定等

○スマート技術体系転換加速化支援
（例）
自動操舵システム＋
直播栽培による作期分散
[水稲]

定額、1/2以内
（１の②の事業の一部、２の①の事業の一部）

定額、1/2以内等
（１の②の事業の一部、２の①の事業の一部）

○農業支援サービスの育成加速化支援（ソフト・セミハード・ハード）

○スマート農業技術と産地の橋渡し支援 スマート農業技術の改良

・食品事業者等と連携してサービス提供期間の⾧期化等に
向けて取り組む場合の流通販売体系の転換等に必要な
施設整備を支援（ハード）

・ニーズ調査、人材育成、機械導入
等への支援（ソフト・セミハード）

○全国推進事業 先進的な取組の横展開

（例）
AI選別＋
大型機械による一斉収穫・選別
[畑作物]

(例）
高温障害の影響を低減する
生育予測システム＋
機械による一斉収穫
[露地野菜]

（例）
自動追従システム＋
省力樹形・園地整備による
栽培管理の効率化
[果樹・茶]

令和８年度予算概算決定額 2,530百万円（前年度 30百万円）
〔令和７年度補正予算額（スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート緊急対策） 15,658百万円〕

52 スマート農業・農業支援サービス事業導入総合サポート事業



みどりの食料システム戦略推進交付金のうち

グリーンな生産体系加速化事業

＜対策のポイント＞
産地に適した「環境にやさしい生産技術」と「省力化に資する技術」を取り入れるなど、グリーンな生産体系への転換を加速化するため、農業者、地方公共団

体、民間団体等の地域の関係者が集まった協議会等が農産・畜産の産地に適した技術を検証し、定着を図る取組を支援します。

＜事業目標＞
○ 化学農薬使用量（リスク換算）の低減（10％低減） ○ 化学肥料使用量の低減（20％低減） ○ 有機農業の面積（6.3万ha）
○ 農林水産業のCO2ゼロエミッション化（1,484万t-CO2） ○ 畜産関連GHGの低減（29万t-CO2 ） ［令和12年］

＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．グリーンな栽培体系加速化事業
環境にやさしい栽培技術※１や気候変動適応技術※２とともに省力化に資する技術

を取り入れたグリーンな栽培体系の検証や、検証に必要なスマート農業機械等の導
入等を支援します。

※１ ア 検証・普及を加速化すべき環境にやさしい栽培技術（病害虫等の発生予
察・予測、可変施肥、局所施肥、水稲有機栽培における先進的な除草技
術、プラスチック被覆肥料の代替技術 等）

イ 複数の産地が連携して実施する環境にやさしい栽培技術
※２ 高温等の影響を回避・軽減する栽培管理等の技術（遮光資材の導入等)

２．グリーンな飼養体系加速化事業
環境にやさしい飼養技術※３を取り入れたグリーンな飼養体系の検証を支援します。
※３ アミノ酸バランス改善飼料、ゲップ抑制に資する飼料添加物、バイパスアミノ酸

によるGHG削減技術
〔支援内容〕
① 検討会の開催
② グリーンな生産体系の検証
③ ②に必要なスマート農業機械等の導入等（１の事業のみ）
④ グリーンな栽培・飼養体系の実践に向けた栽培・飼養マニュアルの作成、
産地戦略（指針・計画）の策定、情報発信（HP掲載等）

※以下の場合に優先的に採択します。
・みどりの食料システム法に基づく特定区域において取組を行う場合
・事業実施主体の構成員（農業者、民間団体等）が「みどり認定」を受けている場合 等

＜事業の流れ＞
協議会(都道府県又はJAを含む)、

地方公共団体等
定額、1/2以内

国 都道府県
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ドローン リモコン草刈機

省力化に資する技術（例）

検証に必要な
スマート農業機械等の導入

選
択

自動操舵システムなど

環境にやさしい栽培技術（例）

自動抑草ロボット
［有機栽培］

可変施肥
［化学肥料低減］

AIによる病害虫発生予測
［化学農薬低減］

発生ピーク
●月●日頃

バイオ炭の農地施用
［GHG削減］

２ グリーンな飼養体系の検証

アミノ酸バランス改善
飼料への転換

以下の１又は２を検証

ふん
尿

N
N

N2O排出
を削減

アミノ酸バランス
改善飼料給餌

給餌

ふん尿

消化管内発酵

バイパスアミノ酸
を加えた飼料

枝肉生産量当たりの
CH4、N2O排出

を削減

肉用牛への
バイパスアミノ酸の給与

CH4排出
を削減

GHG削減に資する
飼料添加物の給与

１ グリーンな栽培体系の検証

［お問い合わせ先］ （１の事業）農産局技術普及課 （03-6744-2107）
（２の事業）畜産局総務課畜産総合推進室 （03-6744-0568）

気候変動適応技術（例）

遮光資材の導入

又は

定額、1/2以内

令和８年度予算概算決定額 574百万円（前年度 612百万円）の内数
〔令和７年度補正予算額 4,000百万円（前年度 3,828百万円）の内数〕



＜事業イメージ＞＜事業の内容＞

１．啓発手法の改良
地域における農作業安全推進活動による効果を高めるため、農業機械作業や熱中

症対策に係る農業者向けの新たな啓発資料の作成や指導人材を育成するとともに、
啓発活動を通じた農業者の行動変容の状況を計測することで、より効果的な啓発手
法の構築を図ります。

２．安全診断の支援
効果的な農作業事故対策の普及を図るため、「専門家が現地で安全診断を実施

し、農作業安全上の課題を明確化した上でこれを改善するモデル事例」を創出します。

３．地域活動の支援
都道府県段階の推進協議会等における高度な推進活動を支援し、取組の横展開

を図ります。

（関連事業）
雇用就農緊急対策のうち雇用体制強化事業

【令和７年度補正予算額】1,275百万円の内数
労働関係法制の見直しに対応するための周知活動や現場のフォロー体制の構築、

労災保険の任意加入を促進するための取組等を支援します。

８ー６ 持続的生産強化対策事業のうち

農作業安全総合対策推進

＜対策のポイント＞
就業者10万人当たりの死亡事故者数は11.6人と増加傾向であり、他産業に比べて高い状態が継続していることから、より実効性のある農作業安全対策

を推進するため、農業現場の安全診断を実施し、安全上の課題を改善するモデル事例を作成するとともに、地域における農作業安全に係る啓発資料の作成
や地域の推進活動を支援します。

＜事業目標＞
農作業事故による死亡者数の減少

令和８年度予算概算決定額 36百万円（前年度 31百万円）

＜事業の流れ＞

国
都道府県段階の協議会等

民間団体等
定額

（１、２の事業）

（３の事業）
定額

より効果的な啓発
手法の構築

１．啓発手法の改良

啓発活動を通じた農業者
の行動変容の状況を計測

農業者向けの新たな
啓発資料作成等 研

修
の
実
施

分
析

２．安全診断への支援

３．地域活動の支援

動画

動画を活用した
安全教育

農業者に向けた
農作業安全研修

協議会等における
検討会の実施

専門家による
安全診断で

課題の明確化

効果的な農作業
事故対策の普及

診断結果をもとにした
課題を改善する

モデル事例の創出

［お問い合わせ先］農産局技術普及課（03-6744-2107）
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６年都道府県名

17北海道
6青 森
8岩 手
-宮 城
6秋 田
-山 形
5福 島
16茨 城
7栃 木
-群 馬
-埼 玉
11千 葉
-東 京
-神奈川
9山 梨
12長 野
7静 岡
12新 潟
8富 山
-石 川
5福 井
11岐 阜
8愛 知
5三 重
5滋 賀
-京 都

4大 阪

-兵 庫

-奈 良

-和歌山

4鳥 取

5島 根

11岡 山

6広 島

7山 口

-徳 島

5香 川

7愛 媛

4高 知

4福 岡

-佐 賀

7長 崎

13熊 本

-大 分

13宮 崎

9鹿児島

-沖 縄

287全国計
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動画

両面１枚のチラシ

４～８ページ程度
のパンフレット
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